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平成２４年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

事 業 名
生活・交通基盤整備事業費（一部再掲）
安心・安全基盤整備事業費（一部再掲）

予 算 額 ３９，２８２，５６９千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨

(1) 明日の京都「中期計画」に基づき、「暮らしの安全」、「交流
連帯」等を着実に推進

(2) 府民生活の安定・向上と魅力ある地域づくりを一層推進するた
事業内容 め、府民の身近な安心・安全、快適生活などの視点を重視した事業

に重点配分
目 的

対 象 ２ 事業概要

方法等
生活・交通基盤整備事業費 ２８，２７４，８６０千円

▲

広域的・基幹的な役割を果たす道路
・京都縦貫自動車道、国道163号（北大河原バイパス）
・大山崎大枝線（にそと関連）、国道312号（野田川大宮道

路） ほか

▲

地域の中核都市をつなぐ道路や渋滞が発生する場所
・宇治淀線、八幡木津線（宮津～下狛）
亀岡園部線（保津南） ほか

▲

都市公園、府営住宅の整備
・木津川右岸運動公園（仮称）、鴨川公園 ほか
・桃山日向住宅（京都市）、槇島住宅(仮称)（宇治市） ほか

安心・安全基盤整備事業費 １１，００７，７０９千円

▲

府民の安心・安全の観点から、大雨等により重大な被害を被
る可能性がある河川改修、土砂災害対策等

・鴨川（京都市）、桂川（亀岡、南丹市）、畑川ダム、
福田川（京丹後市）、水尾川（京都市）、地頭（舞鶴市）

ほか

担当課･係名 監 理 課 経 理 担 当 課・係直通電話番号 075-414-5173
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平成２４年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

防 災 基 盤 整 備 事 業 費（一部再掲）
事 業 名 社 会 基 盤 長 寿 命 化 対 策 費

地域密着型社会資本整備事業費（一部再掲）

予 算 額 １１，０７１，４３１千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨

近年の新しい課題に適切に対応するため、府民の安心・安全を守る
ための防災基盤整備や橋梁等の計画的な予防補修、きめ細やかな小規
模改良事業を実施

事業内容
２ 事業概要

目 的

対 象 防災基盤整備事業費 ２，４４３，１５４千円

方法等 府民の安心・安全を守るための防災基盤整備について、ソフト・
ハード両面から対策を実施▲

ソフト対策
・雨水貯留施設等に係る調査、土砂災害警戒情報システムの運

用 ほか▲

ハード対策
・橋りょうの耐震対策、浸水被害箇所の河川拡幅、避難所等
の防災拠点の保全 ほか

社会基盤長寿命化対策費 ８７０，０００千円

「京都の道長寿プラン」に基づき、橋りょう及び舗装の予防補修
を実施

地域密着型社会資本整備事業費 ７，７５８，２７７千円

府民生活や地域の安心・安全の確保に繋がる、きめ細やかな小規
模改良事業を実施▲

地域道路の１．５車線的整備、道路の未改良区間の拡幅
ほか▲

治水上問題となっている河川の堤防点検、 ほか▲

災害時要援護者関連施設の土砂災害危険箇所の調査 ほか

担当課･係名 監 理 課 経 理 担 当 課・係直通電話番号 075-414-5173
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平成２４年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

教 育 委 員 会

警 察 本 部

事 業 名 府民公募型安心・安全整備事業費

予 算 額 ３，３５０，０００千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨

交通安全対策や災害防止対策等について、府民からの提案や要望

を踏まえて公共事業を実施することで、身近な安心・安全の地域基

盤の整備を図る。

事業内容

２ 事業概要
目 的 （百万円）

対 象 事業内容 所要額 所 管

方法等 道路舗装の補修

道路側溝の整備

道路照明灯の設置

ガードレール設置 ３，０００ 建設交通部

河川護岸の補修

河川の浚渫

河川内の雑木伐採

府立学校施設の補修 １００ 教育委員会

社会教育施設等の補修

信号機の新設

信号機の改良（歩行者用灯器の増 ２５０ 警 察 本 部

灯、視覚障害者用付加装置の設置

等）

監 理 課 経 理 担 当 075-414-5173

担当課・係名 管 理 課 管 理 担 当 課・係直通電話番号 075-414-5768

警 察 本 部 交通規制課施設係 (代)075-451-9111

(内5181)
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平成２４年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

事 業 名 地域主導型公共事業費

予 算 額 ３００，０００千円 新規･継続の別 新 規

１ 趣 旨

自治会等の地域団体から、まちづくりにつながる公共事業につい

て提案を受け、地域との対話を通した事業実施により、地域の課題

解決や活性化を推進

事業内容

２ 事業概要
目 的

（１）提案者

対 象 府内の地域（自治会、商店街、区など）

地域と密接に関係する団体（ＰＴＡ、商工会など）

方法等

（２）対象事業

○地域のまちづくりや活性化における課題の解決に繋がる府管理

施設に関する事業

○事業期間３年程度で効果発現できるもの

○提案内容が地権者を含めた地域の総意であるもの

○事業と合わせて地域としての活動や取組を行うもの

（３）事業テーマ

年度毎にテーマを決めて受付、事業実施

＜事業テーマ例：通学安全、景観・観光、商店街活性化 等＞

（４）審査会

年1回の審査会で提案箇所の中から実施箇所を選定

担当課・係名 監 理 課 経 理 担 当 課・係直通電話番号 075-414-5173
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平成２４年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

事 業 名 建設業新分野進出支援事業費

予 算 額 ２２，０００千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨

建設企業の経営改善に資するため、新分野進出を目指す建設企業

に対して、事業計画策定等の相談を実施するとともに、新分野進出

に向けて必要となる経費を補助することにより支援を行う。

事業内容

２ 事業概要

目 的 （単位：千円）

対 象 事業内容 事業費

方法等 建設業以外の新分野への進出によって、経営 ２，０００

改善を図ろうとする建設企業に対して、情報提

供、事業計画策定等の相談事業を実施

相談事業を経て知事の認定を受けた事業計画 ２０，０００

に基づき新分野進出による経営改善の取組に要

する経費を補助

・対象経費

（外部研修参加・研究開発・職業体験等）

・補助率

（１／２以内（上限５００千円））

担当課・係名 指導検査課 建設業担当 課・係直通電話番号 075-414-5222
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平成２４年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

事 業 名 京都縦貫自動車道建設事業費

予 算 額 ５８５，０００千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨
府域の南北の縦貫軸として建設が進められている京都縦貫自動

車道丹波綾部道路について、早期の供用を図ることにより、府域
内の相互の交流・連携を強化し、地域の活性化を促進するため、
京都府道路公社の有料道路事業として整備促進を図る。

事業内容

２ 事業概要
目 的

事業許可予定区間 丹波ＩＣ～宮津天橋立ＩＣ
対 象

延 長 ５２.６ｋｍ（うち丹波綾部道路２９.２km）
方法等

概 要 完成４車線 暫定２車線施工

事 業 期 間 平成１９年度～平成２６年度

有料道路事業費 約１０５億円

工事完成予定期日 平成２６年度末

３ 完成時期

区 間 完 成 時 期

綾部安国寺ＩＣ ～ 京丹波わちＩＣ 平成２０年度共用開始

京丹波わちＩＣ ～ 丹波ＩＣ 平成２６年度末完成予定

担当課・係名 道路計画課 調 整 担 当 課・係直通電話番号 075-414-5246
高速道路担当 075-414-5248
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平成２４年度当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

建 設 交 通 部

事 業 名 京都舞鶴港日本海側拠点機能推進費（再掲）

予 算 額
１５９，０００千円

新規・継続の別 新 規
（うち港湾事業特別会計 ５７，０００千円）

１ 趣 旨

京都舞鶴港が日本海側拠点港に選定されたことを受け、国際フェリー

の航路開拓、外港クルーズの誘致及び国際会場コンテナ航路の拡充に向

けたソフト・ハード一体となった事業を推進

事 業 内 容 ２ 事業内容

目 的 （１）国際フェリー・ニューフロンティア事業

中国・韓国への高速海上輸送ネットワークづくりや対岸諸国との物

対 象 流と人流の促進に向けた国際フェリーの開拓に繋がる事業を実施

方法等 （２）環日本海クルーズ誘致事業

急増するアジアのクルーズ人口等をターゲットに、日本海側諸港

（小樽港・伏木富山港等）と連携した共同プロモーション活動の展開

等、クルーズ客船の誘致活動を実施

（３）コンテナ１０，０００ＴＥＵ実現事業

既存航路の拡充や新規航路開拓のため、コンテナ貨物の１０，０００

ＴＥＵの確保を目指して、ロシア航路のコンテナ化や大口貨物の獲得

等に向けた支援の実施

（４）国際フェリー等受入環境整備事業

港湾機能の一層の強化を図るため、施設整備を推進

貿易・商業課 京都舞鶴港担当 075-414-4840

担当課・係名 観 光 課 振 興 担 当 課・係直通電話番号 075-414-4837

港 湾 課 建 設 担 当 075-414-5303
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平成２４年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

事 業 名 鉄道駅舎バリアフリー化設備整備事業費

予 算 額 ５２，５００千円 新規･継続の別 継 続

１ 目 的

鉄道駅舎及びその周辺地区におけるバリアフリー化を一体的
に促進し、高齢者・障害者等の公共交通機関を利用した移動の
円滑化を図るため、その中心となる鉄道駅舎を対象に、国庫補
助制度と協調し、関係市町とともに、鉄道事業者が行うバリア

事 業 内 容 フリー化事業に対して助成する。

目 的

２ 事業内容
対 象

方法等 事 業 者 対象駅 主な整備項目 整備予定年度

エレベーター
西日本旅客鉄道㈱ 向日町 多機能トイレ 24～25

点状ブロック 他

【参考】国庫補助制度の概要

補 助
対象事業者 鉄道事業者

対 象
対 象 駅 １日乗降人員3,000人以上の鉄道駅

補助率 国 1/3以内、京都府1/6以内、市町村1/6以内

担当課・係名 交通政策課 整備担当 課・係 直通電話番号 075-414-4360
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平成２４年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

事 業 名 生活交通ネットワーク構築支援費

予 算 額 ３０９，４２３千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨
地域住民の生活の足を確保するため、

①市町村や事業者に対するバス路線維持等の支援
②より便利で使いやすい生活交通ネットワークの構築を推進

事 業 内 容 ２ 事業内容

目 的

◇生活路線の維持確保に向けた運行経費に対する支援
対 象

・幹線運行経費等に対する補助
方法等 （国との協調補助）

・市町村が行う路線維持対策に対する補助
(市町村との協調補助）

◇車両のバリアフリー化を進めるとともに、路線維持に必要な車
両確保に対する支援

・幹線の確保に資する車両確保経費に対する補助
（国との協調補助）

・市町村が確保するバリアフリー車両の購入経費に対する補助
（市町村との協調補助）

担当課・係名 交通政策課 企画担当 課・係 直通電話番号 075-414-5143
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平成２４年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

事 業 名 ＪＲ奈良線複線化・高速化整備事業費

予 算 額 ３０，０００千円 新規･継続の別 新 規

１ 趣 旨

二つの古都（京都-奈良)と大阪を結ぶＪＲ奈良線の利便性
向上による京都府南部地域の活性化を図るため、ＪＲ奈良線
の複線化・高速化第二期事業の着手を目指す。

事 業 内 容

目 的

対 象 ２ 事業概要

方法等 複線化・高速化第二期事業の着手に向け、鉄道施設等の測
量により現状把握を行い、工事詳細及びこれを踏まえた工事
費用等を決定するため、ＪＲ西日本及び沿線市町と共同で調
査を実施

＜調査内容＞

・鉄道施設等の測量
・複線化等配線検討
・複線化等事業費の精査
・駅改良計画の策定
・踏切改良、立体交差化基本計画の策定

担当課・係名 交通政策課 整備担当 課・係 直通電話番号 075-414-4360
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平成２４年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

事 業 名 ＫＴＲ日本一プロジェクト推進費

予 算 額 １２５，０００千円 新規･継続の別 新 規

１ 趣 旨

北近畿タンゴ鉄道（ＫＴＲ）の安全・快適な運行の確保と利
用者の増加、持続可能な経営の確立を目指した抜本的な改革を
推進する。

事 業 内 容 ２ 事業内容

目 的 ティームＫＴＲの検討等を通じたＫＴＲの抜本的な改革の推
進のため、利用者の増加に必要となる車両整備や魅力アップ事

対 象 業等を支援

方法等

◇車両整備関連事業

利用者の増加に必須となる最低限の安全性・快適性を確保
するため、普通車両の一部について冷房装置の更新や内外装
のリニューアルを支援

◇ＫＴＲの魅力アップ事業

利用者の増加策を展開する第一歩として、ＫＴＲ及び沿線
地域の魅力をＰＲするための映像制作や、テレビやラジオな
どのメディアと連携したプロモーション活動等を支援

担当課・係名 交通政策課 調整担当 課・係直通電話番号 075-414-4360
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平成２４年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

事 業 名 公共交通ネットワーク活性化事業費（一部再掲）

予 算 額 ６６，５００千円 新規･継続の別 新 規

（一部継続）

１ 目 的

利用者減少とサービス低下の悪循環に陥っている公共交通に
ついて、「公共交通ネットワーク活性化プラン」に基づき、乗り
継ぎ改善等による利便性の向上と自動車利用からのシフトによ
り好循環へと転換させることを目指す。

事 業 内 容

２ 事業内容
目 的

乗り継ぎ利便性の向上や公共交通への利用転換の促進等を図
対 象 るため、ソフト、ハード両面での総合的な取組を実施

方法等 ◇乗り継ぎ情報等発信事業
利用者の環境を向上させるため、バスと鉄道との乗り継ぎ

情報や運行ルート、ダイヤ情報等について、ＩＣＴ等を活用
したわかりやすい情報発信を支援

◇鉄道駅舎バリアフリー化設備整備事業（再掲）
利用者の乗り継ぎ環境を向上させるため、鉄道駅舎を対象

に、事業者が行うバリアフリー化事業に対して助成

◇モビリティ・マネジメント事業
通勤等での自動車利用への依存度が高い地域において、公

共交通利用への転換を促す取組等を実施

◇新地域間路線実現調査
京都第二外環状道路などの新たな交通インフラの整備を契

機に、鉄道との乗り継ぎを考慮した高速バスなど、府域をつ
なぐ新規路線の実現可能性を調査

担当課・係名 交通政策課 企画担当 課・係直通電話番号 075-414-5143
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平成２４年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

事 業 名 リニア中央新幹線誘致推進費

予 算 額 １，０００千円 新規･継続の別 新 規

１ 目 的

京都府における次代の基礎となる広域高速交通体系として、
リニア中央新幹線の京都への誘致を目指す。

事 業 内 容

２ 事業内容
目 的

リニア中央新幹線の「京都駅ルート」の実現を目指し、「明日
対 象 の京都の高速鉄道検討委員会」の提言を踏まえ、京都府・京都

市・経済界が一体となった誘致活動を展開
方法等

◇要望活動

国、ＪＲ東海に対する要望活動

◇広報活動

府民意識の高揚を目指したシンポジウムの実施、広報ビラ
の配布 等

担当課・係名 交通政策課 整備担当 課・係直通電話番号 075-414-4360
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平成２４年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

事 業 名 鴨川環境保全対策推進費

予 算 額 １１，０２５千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨

鴨川及び高野川における総合的治水対策の推進、良好な河

川環境の保全及び快適な利用の確保を図るため、京都府鴨川

条例に基づく規制の実施や鴨川府民会議の開催などの施策を

実施する。

事業内容 ２ 事業概要

目 的

区 分 事 業 概 要

対 象

△

迷惑行為の規制のため、現地指導を実施

方法等 ・自動車等乗り入れ禁止

迷惑行為の規制 ・打ち上げ花火等禁止
違反者に罰則あり

・落書き禁止

・バーベキュー等禁止

鴨川府民会議の

△

府、府民、事業者及び京都市により構成する鴨川府民

開催
会議を開催し、鴨川等の河川環境の整備保全に関して意

見交換を実施

鴨川四季の日の

△

府民協働による河川愛護活動や鴨川等の四季の魅力を

実施
全国に発信する取組を促進する契機とするため、パネル

展等を実施

担当課・係名 河 川 課 管 理 担当 課・係直通電話番号 075-414-5290
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平成２４年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

事 業 名 鴨川水辺の回廊創造事業費（再掲）

予 算 額 ８３０，０００千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨

「水辺の回廊整備・鴨川創造プラン」の実現に向けて、府民が集

まり親しまれる公共空間整備（快適な利用促進と自然環境に配慮し

た河川空間整備）として、ジョギングロード、かもがわ花物語の整

備及び設計等を実施する。

また、都市中心部を流れる鴨川の治水安全度を向上するため、治

事業内容 水対策として概ね３０年に１回起こり得る降雨による洪水に対応で

きるよう抜本的な河川改修を実施する。

目 的

対 象 ２ 事業概要

方法等

区 分 事 業 概 要

かもがわ ３０㎞

△

ジョギングロード整備

ジョギングロード

△

鴨川公園整備

公共空間整備 整備事業

かもがわ花物語

△

園路整備

整備事業

△

植栽

治 水 対 策
安心のかもがわ

△

護岸整備等

整備事業

△

中州除去等

河 川 課 計 画 担 当 075-414-5291

担当課・係名 整 備 担 当 課・係直通電話番号 075-414-5285

都市計画課 公 園 担 当 075-414-5272
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平成２４年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

事 業 名 住宅耐震化総合支援事業費（再掲）

予 算 額 １４３，８００千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨

平成１８年度に策定した耐震改修促進計画に基づき、平成２７年度

末までに住宅の耐震化率の目標である９０％を達成するため、民間住

宅の耐震診断事業、耐震改修工事への助成等を実施する。

２ 事業内容

事業内容 ①耐震診断

◇耐震診断事業を実施する市町村に対し、その経費の一部を補助
目 的

対 象

方法等

②耐震改修

◇耐震改修事業を実施する市町村に対し、その経費の一部を補助

③普及啓発

◇耐震診断受診者への戸別訪問

◇専門家向け講習会の開催

担当課・係名 建築指導課 建築防災・安全担当 課･係直通電話番号 075-414-5346

昭和56年5月31日以前に着工した木造住宅

診断結果の通知、耐震工事費の提示、改修に関する提案、アドバイスを実施

補助対象額 4万8千円／戸 (府民負担額 3千円)

簡易な耐震改修への助成【拡充】 現行の耐震改修助成（継続）

対象住宅 昭和56年5月31日以前に着工した木造住宅

対象経費 屋根の軽量化等、耐震性が確実 改修後の評点が0.7以上に向上

に向上する改修に要する費用 する改修に要する費用

耐震診断 市町村において簡易審査を実施 必要

補助対象額 上限40万円/戸 上限120万円/戸

(府民負担額 10万円) (府民負担額 30万円)
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平成２４年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

事 業 名 新堀川京極再生事業費

予 算 額 １８，０００千円 新規･継続の別 新 規

１ 趣 旨

建築後６０年以上経過し、老朽化が著しい堀川団地を観光、学
生、伝統文化等の様々な京都の強みを活かした京都の新しい賑わ
いの拠点として再生するため、地元の商店街等とも連携して、整
備を図る。

事業内容

目 的 ２ 事業概要

対 象 堀川団地まちづくり懇話会の提言やまちづくり協議会での議論
等を踏まえ、団地の再生に向けて、建設実施のための事業スキー

方法等 ムやモデルプラン等を調査・検討し、民間事業者を対象とした事
業コンペを実施する。

（検討内容）
○協議会提案施設を導入するための事業スキームやモデルプラン
○周辺環境にも配慮した事業成立可能な建物規模
○建替事業の長期収支計画や経済波及効果
○団地全体の統一感を生む建物デザイン
○民間事業者の選定に必要な募集要項、審査基準 等

担当課・係名 住 宅 課 整備担当 課･係直通電話番号 075-414-5371




